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＝中間まとめと緊急対策より＝

平成29年６月、文部科学大臣から中央教育審議会に「新しい時代の教育に向けた持続
可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方
策について」が諮問されました。これを受け、同特別部会では9回にわたり議論を進め、
平成29年12月に「中間まとめ」がまとめられました。
この中間まとめには、主に5つの観点から取り組むべき具体的な方策が示されています。

○ 学校・教師が担う業務の明確化を通じた役割分担と業務の適正化
○ 学校が作成する計画等の見直し
○ 学校の組織運営体制の在り方
○ 勤務時間に関する意識改革と制度的措置
○ 「学校における働き方改革」の実現に向けた環境整備

これを踏まえ、文部科学省では今後中心的に実施していく内容を緊急対策として取りま
とめ、進めていく予定のようです。これらの方策の実施には、様々な環境整備が必要不可
欠であることから、平成30年度予算案には必要額が計上され、国会に提案されました。
（下図参照）
平成30年度予算案は衆院本会議で可決され、3月末までの年度内成立が確定しています。

文部科学省 「学校における働き方改革に関する緊急対策（概要）」より
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専門性を生かした『チーム学校』を目指して専門性を生かした『チーム学校』を目指して

昨年10月24日（火）、学校事務共同実施推進協議会が開催され、「『チーム学校』
による教員の負担軽減について」をテーマに協議が行われました。
教員の負担軽減については、数年前に一度取り上げておりましたが、平成27年12月

に「チームとしての学校のあり方と今後の改善方策について」が答申され、法改正も行
われてきていることを受け、改めてテーマとなりました。
各委員からは、教員と事務職員等の業務の連携のあり方や、

学校経営への参画などについて多くの意見が出されました。
学校はいろいろな職種の職員が協働しておりますが、お互い

の業務への理解をより深め、それぞれの専門性や視点を生かし
ながら、「チーム」として多様化・複雑化している課題解決に
向け取り組んでいこうという思いを新たにする協議となりました。

ミニ情報掲示板

○ 扶養手当額の改定について（その２）
区分 H29 H30以降

平成29年度から扶養手当額が
配偶者 10,000 6,500

段階的に改定され、次年度以降
子

8,000 10,000
は右記のとおりとなります。

（10,000） ―
※（ ）内は、配偶者がない場合

父母等
6,500 6,500

の扶養親族１人に係る手当額
（9,000） ―

○ 税制改正について

年末調整にも係る税制の改正に関する主なポイントをお知らせします。

主 な ポ イ ン ト 実 施 時 期

・配偶者控除及び配偶者特別控除の

取扱いの変更

平成29年度税制改正
⇒（給与収入のみの場合）

平成30年１月～
年収150万円までは控除額38万円

年収150万円超201.6万円未満までは

段階的に引き下げられるが控除あり

平成30年度税制改正
・基礎控除の引き上げ（38万円→48万円）

平成32年１月～
・給与所得控除を10万円引き下げ

☆すでにご存知の方もいらっしゃると思いますが、セルフメディケーション税制（医療費
控除の特例）が創設されています。詳しくは下記ホームページをご参照ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000124853.html

年度末を迎え、より忙しさが増してくると同時に、
今後扶養、通勤、住居などの現況が変わる場合が

あるかと思います。

その際は、速やかに事務担当者へお知らせくださ

るようお願いいたします。


